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序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文

　スリ・ランカ民主社会主義共和国（以下、スリ・ランカと略す）の製造業のなかで繊維産業

（主に縫製品製造業）は主要産業であり、その輸出額は全輸出産業中、最大規模となっていま

す。しかしながら、縫製品製造業の実態は安価な労働力を生かした下請生産体制であり、かつ原

材料（生地）の大半を輸入に依存しています。

　現在は、スリ・ランカに有利な欧米の輸出割当制度（Multi Fiber Agreement：MFA）がある

ため競争力を維持しています。しかし、2005年にはMFAの撤廃が予定されており、この時点まで

に国際競争力のある製品を生産・輸出できる体制を整えておくことが、同国の繊維・衣料産業に

とって重要な課題となっています。

　このため、スリ・ランカ政府は、既存の繊維研修サービスセンター（TT&SC）における、原材

料生産の技術及び生産品品質検査の技術の向上を目的とし、我が国に対しプロジェクト方式技術

協力を要請してきました。

　この要請を受け、我が国は、1994年10月に事前調査団を派遣し、案件の妥当性を協議しまし

た。この結果、当初、要請のあった原材料生産については、長期的な視点から、紡績を除き協力

することとしたのに加え、現実には、上述のとおり委託加工に基づく縫製品製造業がスリ・ラン

カの主要産業となっていることを加味し、アパレル技術及び品質保証制度の確立が必要であると

判断されたため、この2分野を協力の範囲に含め、それに伴い縫製業の職業訓練機関（CITI）を

実施機関に含めた協力内容に修正することを提案し、スリ・ランカ側も同意しました。

　この調査を踏まえ、スリ・ランカ側から要請内容を見直した再提案書が1995年1月に提出され

たことを受け、1995年7月に長期調査員を派遣し、技術協力の更なる検討を行ったのち、1996年

1月に実施協議調査団を派遣し、討議議事録（R/D）などの署名・交換を行い、同討議議事録に基

づき、1996年4月1日から5年間のプロジェクトとして協力が開始されました。

　その後、主要な供与機材が搬入され、1997年12月にプロジェクトの開所式も開催され、プロ

ジェクトの技術移転活動が本格化しました。

　本プロジェクトは、協力期間が残り1年1カ月となったことから、技術移転の進捗状況を把握し

た上で、中間評価（レビュー）を実施し、Project Design Matrix（PDM）や後半期の技術協力

計画（TCP）などの計画管理諸表を見直すことを目的として、巡回指導調査団を2000年2月28日か

ら3月9日まで派遣しました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査団の派遣に関して

御協力いただいた日本とスリ・ランカ両国の関係各位に対し、深甚の謝意を表するとともに、併

せて今後の支援をお願いする次第です。
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第１章　調査の概要第１章　調査の概要第１章　調査の概要第１章　調査の概要第１章　調査の概要

１－１　プロジェクトの経緯及び背景・現況１－１　プロジェクトの経緯及び背景・現況１－１　プロジェクトの経緯及び背景・現況１－１　プロジェクトの経緯及び背景・現況１－１　プロジェクトの経緯及び背景・現況

　スリ・ランカの製造業のなかで繊維産業（主に縫製品製造業）は主要産業であり、その輸出額

は全輸出産業中、最大規模である。しかし、縫製品製造業の実態は安価な労働力を活かした下請

生産体制であり、かつ原材料（生地）の大半を輸入に依存している。

　現在、スリ・ランカに有利な欧米の輸出割当制度（Multi Fiber Agreement：MFA）があるた

め競争力を維持しているが、2005年に予定されているMFAの撤廃に備え、この時点までに国際競

争力のある製品を生産・輸出できる体制を整えておくことが、同国の繊維・衣料産業にとって重

要な課題となっている。

　このため、スリ・ランカ政府は、既存の繊維研修サービスセンター（Textile Training &

Service Center：TT&SC）における、原材料生産の技術および生産品品質検査の技術の向上を目

的とし、我が国に対しプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　この要請を受け、我が国は、国際協力事業団（ＪＩＣＡ）を通じ、1994年10月に事前調査団を

派遣し、案件の妥当性を協議した。この結果、当初、要請のあった原材料生産については、長期

的な視点から、紡績を除き協力することとしたのに加え、現実には、上述のとおり委託加工に基

づく縫製品製造業がスリ・ランカの主要産業となっていることを加味し、アパレル技術および品

質保証制度の確立が必要であると判断されたため、この2分野を協力の範囲に含め、それに伴い

縫製業の職業訓練機関（Clothing(注) Industry Training Institute：CITI）を実施機関に含

めた協力内容に修正することを提案し、スリ・ランカ側も同意した。

　この調査を踏まえ、スリ・ランカ側から要請内容を見直した再提案書が1995年1月に提出され

たことを受け、1995年7月に長期調査員を派遣し、新たに加えられた技術移転分野を含め、技術

協力の更なる検討を行ったのち、1996年1月に実施協議調査団を派遣し、討議議事録（R/D）など

の署名・交換を行い、同討議議事録に基づき、1996年4月1日から5年間のプロジェクトとして協

力が開始された。

　その後、主要な供与機材がプロジェクト・サイトに搬入され、1997年12月にプロジェクトの開

所式も開催され、プロジェクトの技術移転活動が本格化した。

　本プロジェクトの場合、技術移転項目が試験・生産の両部門にわたり、協力期間半ばで実施す

ることになっている中間評価実施に向けての作業が煩雑となることから、中間評価に先立ち、

1999年7月下旬から8月初めにかけて運営指導チームを派遣し、技術協力計画進捗状況表などを作

成した。

（注）アパレル技術については、英文では、clothingとなっているが、これは、スリ・ランカでは、apparelと
いう単語が、帽子、靴など、身につけるものをすべて含むので衣料に特化していることを明確にするた
め、スリ・ランカ側の提案に基づき使用したものである。
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１－２　調査団派遣の目的１－２　調査団派遣の目的１－２　調査団派遣の目的１－２　調査団派遣の目的１－２　調査団派遣の目的

　今次巡回指導調査は、上記運営指導の結果を踏まえ、技術移転の進捗状況を把握したうえで、

中間評価（レビュー）を実施し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）や後半期の技

術協力計画（TCP）などの計画管理諸表を見直すとともに、プロジェクト運営上の懸案事項につ

いて、専門家チームおよびスリ・ランカ側と協議し、合意結果をミニッツに取りまとめることを

目的として派遣するものである。

１－３１－３１－３１－３１－３　主要調査項目　主要調査項目　主要調査項目　主要調査項目　主要調査項目

(１) プロジェクトの実施体制の現状の確認

１) 政策・方針

２) 予算

３) 組織・人員配置

(２) 中間評価（レビュー）の実施

１) 中間評価とモニタリングの手法の説明

２) これまでの投入実績の確認

３) 技術協力計画の進捗状況の確認

(３) プロジェクト後半の活動計画の作成

１) 計画管理諸表の確認・見直し

２) 今後の投入についての確認

(４) プロジェクト運営上の問題点および今後の課題

１) 第三国研修およびニーズ調査

２) 終了時セミナー

３) UNIDOとの協力の確認

４) 試験所間比較試験
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１－４　調査団の構成１－４　調査団の構成１－４　調査団の構成１－４　調査団の構成１－４　調査団の構成

　氏　名 　　分　野 　　　　　　　　　所　　　　　　　属

飛田　賢治 総括 国際協力事業団鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　課長代理

師田　晃彦 技術協力計画 通商産業省生活産業局繊維課　課長補佐

堤　　暢廣 技術移転計画 財団法人　綿スフ織物検査協会　理事長

原　　一正 繊維・縫製技術 財団法人　綿スフ織物検査協会

試験研究部次長　兼　物理試験課長

衣斐　友美 協力企画 国際協力事業団鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　職員
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１－５　調査日程　１－５　調査日程　１－５　調査日程　１－５　調査日程　１－５　調査日程　(2000年2月28日～3月9日）

日順

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

月日

2月28日

29日

3月 1日

 2日

 3日

4日

5日

6日

7日

8日

9日

(曜日）

(月)

(火)

(水)

(木)

(金)

(土)

(日)

(月)

(火)

(水)

(木)

（調査日程、調査目的の説明（確認））

(工業開発省）表敬

（含む調査日程、調査目的の説明（確認））

（プロジェクト実施体制の確認）

（プロジェクト運営管理上の問題点・今後の課題)

（計画管理諸表・PDMの見直し）

（中間評価の実施（目標達成度））

（中間評価の実施（その他の項目））

師田団員

 0:10　コロンボ発　　　　　　　　(UL454)

11:50　成田着

飛田団長

午前　スリ・ランカ鋳造プロジェクト・サイト

　　　視察・IDB表敬

（M/D案最終協議）

堤・原・衣斐団員

 1:40　コロンボ発　　　　　　　　(TG308)

 6:00　バンコク着

(タイ繊維・衣料製品試験・検査技術向上運営

指導)

13:20 成田発（UL455)

20:35 コロンボ着

10:30 JICAスリ・ランカ事務所との打合せ

11:30 在スリ・ランカ日本大使館表敬

13:30 ERD（大蔵省対外援助局）表敬

14:30 Ministry of Industrial Development

16:00 TT&SC,CITI表敬

スリ・ランカ側との協議(1)

（キックオフミーティング）

16:30 サイト視察

午前 スリ・ランカ側との協議(2)

午後 専門家チームとの打合せ(1)

午前 専門家チームとの打合せ(2)

午後 スリ・ランカ側との協議(3)

午前 専門家チームとの打合せ(3)

午後 スリ・ランカ側との協議(4)

 9:30 工場視察（Lanka Garment社）

終日 M/D案作成

午前 専門家チームとの打合せ(4)

午後 スリ・ランカ側との協議(5)

（M/D案協議・今後の投入の確認）

午前 資料の取りまとめ、専門家インタ

ビュー

午後 スリ・ランカ側との協議(6)

(Wrap-up Meeting)

18:30 TT&SC、CITI主催懇親会

10:00 合同調整員会開催、M/D署名・交換

12:00 調査団主催レセプション

14:00 JICAスリ・ランカ事務所への報告

飛田団長

(スリ・ランカ鋳造技術向上計画運営指導）

(鋳造プロジェクトとあわせ、在スリ・ランカ

大使館への報告)

行程
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１－６　主要面談者リスト１－６　主要面談者リスト１－６　主要面談者リスト１－６　主要面談者リスト１－６　主要面談者リスト

＜スリ・ランカ側＞

スリ・ランカ工業開発省（Ministry of Industrial Development）

　Mr.Sumanasiri Hulugalle Secretary

　Mr.Roy Jayasinghe Additional Secretary

　Mr.W.Weerasekera Additional Secretary

スリ・ランカ大蔵省対外援助局

(Department of External Resources,Ministry of Finance）

　Mr.J.H.J.Jayamaha Director, Japan Division

Textile Training & Services Center (TT&SC),

Clothing Industry Training Institute (CITI)

　Mr.W.Jayamaha Chairman, TT&SC/CITI

　Mr.K.Rasaputra Director, TT&SC/CITI

　Mr.K.A.G.Dayaratne Deputy Director, CITI

　Mr.A.H.H.Saheed Marketing Specialist, TT&SC

　Ms.M.P.H.Abeykoon Accountant, TT&SC/CITI

＜日本側＞

在スリ・ランカ日本大使館

　野田　朋子 三等書記官

JICAスリ・ランカ事務所

　海保　誠治 事務所長

　尾上　能久 所員

プロジェクト専門家

　仲井　儀英 チーフアドバイザー

　渡部　佳彦 調整員

　鈴木　康一 染色整理加工

　藤掛　健治 織物

　鷲見　繁樹 試験

　蓮見　雄治 アパレル

　石塚　　剛 アパレル

　長塚　逸雄 アパレル（生産管理短期専門家）
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１－７　調査結果１－７　調査結果１－７　調査結果１－７　調査結果１－７　調査結果

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・1998年の繊維製品の輸入
関税の廃止などの影響か
ら繊維産業（上流）が落
ち込む一方、縫製産業
(下流）は伸びており、繊
維製品の輸出の約90％を
衣料品が占めている。

　1998年の輸入関税廃止を
受け、スリ・ランカ政
府は同年、国内繊維産
業への対策として“The

　Restructuring Programme
for the TextileIndustry”
（新技術・設備導入に対
する低利融資）を打ち出
している。

　しかし、上記のような繊
維産業の動向を受け、
TT&SC、CITIでは紡績・染
色・織物分野（上流）へ
のニーズが低下し、アパ
レル分野（下流）への
ニーズが高まってきてい
ることから、ニーズの低
い分野は縮小し、アパレ
ル分野をより重視する方
針に変更している。

・左記について、最新の収
支実績および2000年度予
算並びに補助金・自己収
入の動向にかかる情報を
入手し、ミニッツに添付
した（Annex 21, Annex
24)。

・政府からの補助金は、金
額でみると過去4年間で
増減はあるもののほぼ横
ばいとなっている。一
方、全収入に占める補助
金の割合は年々減少して
きており、具体的な数値
目標は課されていないも
のの、今後も継続して自
己収入の増加を政府から
求められているうえ、将
来的には全額自己収入で
運営することが期待され
ている。

　なお、予算要求の段階で
承認された補助金額は、
自己収入の実績に従って
実際には増額／減額され
る。

1　プロジェクトの実施体制
(1)政策・方針

(2)予算

・スリ・ランカ政府の繊維
産業に対する政策が、縫
製産業重視へと変化して
いる旨、プロジェクトよ
り報告を受けている。

・2000年1月にTT&SCおよび
CITIの予算に関する情報
を入手している。

・左記について、政策の変
更に伴うTT&SC、CITIの方
針の変更も含めて、ス
リ・ランカ側に確認す
る。

・左記について、政府から
の補助金の動向、自己収
入の動向・運用などを確
認する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・最新の組織図をミニッツ
に添付した。
　(Annex 22-1,22-2)
・すでにTT&SCの所長がCITI
所長を兼務し、経理担当
者も両機関を兼務してい
るが、より効率的な運営
管理を行うために、現在
の事務棟を改築して、両
機関共同の管理棟を建設
する計画を有しており、
予算手当およびレイアウ
ト設計を終え、現在改築
準備作業を進めている。
・組織強化として、CITIで
Quick Response Center設
立にかかるスタッフを含
めて4名、TT&SCで試験室
に4名増員する予定であ
る。
・人員の配置に関しては、
さまざまな手当（例：
Consultancy Incentive)、
特別給与（平均 4 カ月
分；CITI：6カ月ごと、
TT&SC：3カ月ごと）およ
び所得税免税、並びに民
間企業よりも恵まれた労
働条件（週休2日制、年
間計42日間の有給休暇、
未消化有給休暇の現金化
など）がスタッフの離職
を最小限に抑えている模
様であった。
・スタッフの昇進は、面接
を行って決定される。

・左記についてスリ・ラン
カ側の理解を得、ミニッ
ツに記載した。

1　プロジェクトの実施体制
（続き）
(3)組織・人員配置

2　中間評価（レビュー）の
実施
(1)中間評価（レビュー）
の目的と主旨の理解

・1999年末、TT&SC、CITIの
組織図を入手している。

・プロジェクト開始後、す
でに3年11カ月が経過し
たことから、以下を目的
と して中間評価（レ
ビュー）を実施する必要
がある。｢これまでのプロ
ジェクト活動の成果を的
確に把握するとともに、
これを踏まえてプロジェ
クト目標の達成に向けて
今後どのような活動、投
入が必要なのかを見極
め、後半期の活動計画を
策定する。」
・モニタリング・評価の手
法につき、以下の事項を
スリ・ランカ側に説明し、
理解を得る必要がある。

・スタッフの離職防止対
策、人事体制（昇進制度
など）給与体系などを確
認し、組織図をミニッツ
に添付する。

・ 左 記 中 間 評 価 （ レ
ビュー）の目的について
理解を得る。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・左記について説明し、理
解を得、ミニッツに記載
した。

・左記について説明し、理
解を得、ミニッツに記載
した。

・左記について説明し、理
解を得、ミニッツに記載
した。

・左記について説明し、理
解を得、ミニッツに記載
した。

・左記およびコンサルタン
トの役割は、主にスリ・
ランカの繊維企業のTT&SC
及びCITIの試験や研修な
どのサービスに対する評
価を調査することである
旨、説明したところ、ス
リ・ランカ側の理解を
得、ミニッツに記載し
た。

2　中間評価（レビュー）の
実施（続き）
(1)中間評価（レビュー）
の目的と主旨の理解
ア　プロジェクト・サ
イクル・マネージメ
ント（PCM）

イ　評価5項目

ウ　モニタリング

エ　評価

・PCM手法およびPDMについ
てスリ・ランカ側に説明
し、理解を得、ミニッツ
に記載する。

・PCM（PDM）導入と並行し
て導入されたモニタリン
グ・評価の視点である評
価5項目について説明し、
理解を得、ミニッツに記
載する。

・今次調査の約 6カ月後
(2000年8月）に、前述の
P D M と評価5項目に基づ
き、カウンターパートと
専門家が現地主導でモニ
タリングを実施する必要
があることを説明し、理
解を得、ミニッツに記載
する。

・プロジェクト目標の達成
度を評価するため、終了
時評価を2000年12月上旬
をめどに日本、スリ・ラ
ンカ共同で実施するこ
と、終了時評価の日本側
チームの一員としてコン
サルタントを含むこと、
評価調査の手順を説明
し、理解を得、ミニッツ
に記載する。

・2000年度の新たな取り組
みとして、終了時評価に
スリ・ランカ国内のコン
サルタントを含める可能
性があることを説明しス
リ・ランカ側の意向を確
認する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・成果の整理の仕方の基本
原則を説明し、スリ・ラ
ンカ側の理解を得、ミ
ニッツに説明内容を記載
するとともに、左記につ
いて協議し、｢プロジェ
クトの要約」の解釈欄を
既存のPDMに加えた。

・左記について確認すると
ともに、結果をPDMに反
映させた。

・左記を確認した。
　なお、成果の指標の入手
手段1 - 2 については、
メーカーもしくは代理店
の連絡先を機材管理台帳
に可能なかぎり追記する
ことで対応することとし
た。

・上記につき、スリ・ラン
カ側と協議し結果をミ
ニッツに取りまとめると
ともに、見直したPDMを
ミ ニッツに添付した
(Annex3)。

・左記を確認した。

・左記をアップデートし、
ミニッツに添付した
(Annex 5)。

・1998年8月にプロジェクト
のみで実施した中間評価
の際、PO及びAPOを作成し
たものの、スリ・ランカ
側との協議の結果、協力
期間が残り1年間である
ことからPDMの見直しに
合わせたPOの再作成は必
要ないとの結論に達し
た。

2　中間評価（レビュー）の
実施（続き）
(2)プロジェクト活動方針
の確認およびPDMの見直
し

(3)既存の計画管理諸表の
確認・見直し

ア　技術協力計画
　（TCP）

イ　活動計画（PO）

・1999年7月の運営指導にお
いて、チームから専門家
に対し、中間評価および
その後のモニタリング並
びに終了時評価を容易に
するとの観点から、我が
方としては、PDMの見直し
を行うほうがよいと考え
ており、｢プロジェクトの
要約（上位目標、プロ
ジェクト目標、成果、活
動）」の解釈欄をPDMに加
え、R/Dの変更を伴わない
形でPDMを修正したい旨を
説明し、理解を得ている。

・現在、日本側の見直し案
が作成されている。

・中間評価（レビュー）の
基本資料として次の資料
のアップデートが必要と
なっている。

・1999年7月の運営指導の際
に見直しが行われてい
る。

・現在まで作成されていな
い。

・日本側の見直し案をもと
に、「プロジェクトの要
約」の解釈欄の内容につ
いてスリ・ランカ側と協
議し、既存のPD Mに加え
る。

・各指標のデータ実績がプ
ロジェクト目標および成
果が達成された状態を表
しているかどうかを確認
するとともに、不足する
指標があれば追加する。

・各指標の入手手段を確認
する。

・上記につき、スリ・ラン
カ側と協議し結果をミ
ニッツに取りまとめると
ともに、見直したPDMをミ
ニッツに添付する。

・以下の計画管理表をもと
に中間評価（レビュー）
を行っていくことを確認
する。

・左記をアップデートし、
ミニッツに添付する。

・PDMの見直しが行われた
後、POの作成の要否を協
議し、必要との結論に
至った場合は、調査団帰
国後、プロジェクトにて
2 0 0 0 年度計画を作成す
る。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・今次協議結果を踏まえ、
見直しを行い、結果を
ミ ニッツに添付した
（Annex 4)。

・左記表について、その後
の技術移転の進捗などに
応じ見直しを実施し、結
果をミニッツに添付した
(Annex 6)。

・左記をアップデートし、
ミニッツに添付した。
ア　専門家派遣実績表
  　(Annex 13)
イ　研修員受入実績表
　  (Annex 15)
ウ　機材供与実績（稼働

状況）表
　　(Annex 16)
エ　カウンターパート配

置一覧表
  　(Annex 17, 18)

・左記をアップデートし、
ミニッツに添付した。
カ　研修コース実績表
　  (Annex 7)
キ　マニュアル・テキス

ト・基準書等作成実
績表

　　(Annex 9)
ク　セミナー開催実績一

覧表
　　(Annex 10)
ケ　コンサルタンシー実

績一覧表
　　(Annex 11-1)
コ　工場訪問実績一覧表
　　(Annex 11-2)
サ　試験サービス実績一

覧表
　　(Annex 12)
その他、調査団派遣実績
　　(Annex 14)

2　中間評価（レビュー）の
実施（続き）
(3)既存の計画管理諸表の
確認・見直し

ウ　暫定実施計画
　（TSI）

エ　技術協力計画進捗
状況表（エバリュ
エーションシート）

(4)実績表の整理

・1999年末、プロジェクト
で見直されたものが提出
されている。

・1999年7月の運営指導時
に、技術移転の進捗状況
(達成度）を把握する日
本、スリ・ランカ共通の
ツールとして技術協力計
画進捗状況表を作成し
た。

・プロジェクトにおいて以
下の実績表が整理されて
おり、1999年7月の運営指
導の際に、アップデート
されている。
ア　専門家派遣実績表
イ　研修員受入実績表
ウ　機材供与実績表
　　(稼動状況）
エ　カウンターパート配

置一覧表

・1999年末よりプロジェク
トの成果にかかる以下の
実績表の整備も進めてい
る。
カ　研修コース実績表
キ　マニュアル・テキス

ト・基準書等作成実
績表

ク　セミナー開催実績一
覧表

ケ　コンサルタンシー実
績一覧表

コ　工場訪問実績一覧表
サ　試験サービス実績一

覧表
その他、調査団派遣実績

・今次協議結果を踏まえ、
見直しを行い、結果をミ
ニッツに添付する。

・左記表について、その後
の技術移転の進捗などに
応じ見直しを実施し、結
果をミニッツに添付す
る。

・左記をアップデートし、
ミニッツに添付する。

・左記をアップデートし、
ミニッツに添付する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・評価5 項目に基づきレ
ビューを行い、結果の要
約をミニッツに記載
するとともに、結果
をミニッツに添付した
(Annex 27)。
　結果の要約は以下のとおり。
1 目標達成度
  (Effectiveness)
ｱ 成果の達成度
・前半期においては、プロ
ジェクト活動は計画どお
り実施された。すなわ
ち、TT&SC及びCITIの組織
体制は確立されており、
機材は計画どおり設置、
稼働および保守がなされ
ている。機材据付けが計
画どおり進むよう、ス
リ・ランカ側が万全の体
制で施設の改修をしたこ
とが、プロジェクトのス
ムーズな立ち上げにつな
がったことは評価でき
る。機材の補修、スペア
パーツの調達もスリ・ラ
ンカ側の負担で行われて
いる。
・研修コースは、幅広い分
野で行われており、特に
CITIの研修コース数、受
講生数が着実な増加傾向
を示している。
・試験サービスのサンプル
数は概して増加傾向を示
している。
・コンサルタンシーサービ
スに関しては染色・織物
工場向けのものよりアパ
レル工場向けのものに重
点が置かれるようになっ
てきている。
・教科書・マニュアル・基
準書等が数多く作成さ
れ、なかには図書館に置
かれ、カウンターパート
のみならず研修受講生に
も利用されているものも
ある。
ｲ プロジェクト目標の達成度
・産業界のニーズに合わせ
て、研修コースの改善、
および新規コースの開設
が行われている。
・ISO9002の認証取得以来、
試験サービスに対する新
規の顧客が増加している。

2　中間評価（レビュー）の
実施（続き）
(5)評価5項目に基づくプ
ロジェクトの進捗状況
のレビュー

・以下のとおり、評価5項目
に基づきレビューを行
い、結果をミニッツに記
載する。

1　目標達成度
　(Effectiveness)
　プロジェクト目標および
各成果の達成度を確認す
る。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

2　実施の効率性
  (Efficiency)
・日本、スリ・ランカ双方
の投入はほぼ適切に行わ
れた。特に、プロジェク
ト開始後、2年以内で機
材の据付けを終了したこ
とはプロジェクトの計画
的な実施に貢献した。

　また、カウンターパート
の配置に関しては、31名
のカウンターパートのう
ち3名のみの離職にとど
まっている。

3　効果
　(Impact)
・機材供与が試験室のレベ
ル向上の契機となり、
ISO9002の認証取得へとつ
ながった。

・TT&SC及びCITI全体を整
理・美化する活動は、ア
パレル分野の品質向上の
一環として技術移転され
た5S運動によって、さら
に動きを加速した。両機
関の敷地内は現在では非
常に整然としており、こ
こを訪問した企業から5S
運動のノウハウを伝授す
るよう要望が出されてい
る。

・縫製におけるアタッチメ
ントの技術は、スリ・ラ
ンカではほとんど知られ
ていなかったが、本プロ
ジェクトによって開始さ
れた研修を通じて、受講
生が自分の工場に当該技
術を適用したことで生産
性が向上した。

・本プロジェクトによるマイ
　ナスの効果はみられない。
・なお、上位目標の指標は
輸出入動向・生産動向の
統計、関連団体・企業へ
のインタビュー・アン
ケート調査とした。前者
に関しては、工業開発省
の統計を用いることを確
認し、後者に関しては、
対象となる団体・企業の
リストが整備されている
ことを確認し、また、イ
ンタビュー調査の対象企
業を今のうちから選定し
ておくよう依頼した。

2　中間評価（レビュー）の
実施
(5)評価5項目に基づくプ
ロジェクトの進捗状況
のレビュー（続き）

2　実施の効率性
  (Efficiency)
　日本、スリ・ランカ双方
の投入が計画どおり行わ
れているか確認する。

3　効果
　(Impact)
　特に上位目標について、
どのような指標によって
効果を評価できるか確認
する。



－13－

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

4　計画の妥当性
　(Relevance)
繊維製品は、現在（1999
年）においても輸出の
5 2 . 7％を占めているこ
と、および2005年のMFAの
撤廃に備え、スリ・ラン
カ政府が繊維産業の競争
力強化のための政策を打
ち出していること、並び
にTT&SC・CITIが繊維産業
に対する主たるサービス
機関であることから、プ
ロジェクトはスリ・ラン
カの政策と整合している
と評価できる。

5　自立発展性
　(Sustainability)
ｱ 運営管理面
・TT&SC・CITIの運営管理シ
ステムは確立されてい
る。効率的に施設を利用
し、両機関の業務の重複
を避けるため、将来的に
は両機関の統合をめざし
ている。
・カウンターパートは、さ
まざまなインセンティブ
により、今後も両機関に
とどまるものと予測され
る。
・両機関は、設備を整えた
講堂およびセミナーホー
ルを建造し、自分たちで
利用するのみならず、民
間企業にも貸し出してい
る。外部の人の目を意識
することで、自分達の労
働環境を改善する（清潔
に保つ）助けになってい
るとみられる。
ｲ 財政面
・研修コース・試験・コン
サルタンシーサービスに
よる収入総額は伸びてい
る。これら収入総額の伸
びおよび経費の削減によ
り、従業員１人当たりの
収入が増加している。
・公的機関であることか
ら、必要な経費は政府に
よって手当される。
ｳ 技術面
・研修コース・試験・コン
サルタンシーサービスは
人気を博しており、その
数は増加している。

2　中間評価（レビュー）の
実施
(5)評価5項目に基づくプ
ロジェクトの進捗状況
のレビュー（続き）

4　計画の妥当性
　(Relevance)
スリ・ランカの政策、企
業からのニーズとプロ
ジェクトとの整合性を確
認する。

5　自立発展性
　(Sustainability)
運営管理面・財務面・技
術面からTT&SC、CITIの自
立発展の見通しを確認す
る。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

ｳ 技術面（続き）
・CITIは新しい機材を自己
調達している。また、
Quick Response Centerの
設立を計画している。

・左記を実績表として取り
まとめ、ミニッツに添付
した（Annex 13)。

2　中間評価（レビュー）の
実施
(5)評価5項目に基づくプ
ロジェクトの進捗状況
のレビュー（続き）

3　プロジェクトの進捗状況
(1)暫定実施計画（TSI）
の進捗状況
ア　日本側
（ア）専門家派遣
a)長期

b)短期

・これまでの実績は次のと
おり。
・チーフアドバイザー
　仲井　儀英
　（96/04/06-01/03/31）
・業務調整員
　渡部　佳彦
　（96/04/06-01/03/31)
・織物技術
　小山　吉孝
　（96/04/06-98/04/05）
　藤掛　健治
　（98/04/06-00/03/31）
・染色整理加工技術
　大和田寿男
　（96/04/01-98/07/01）
　鈴木　康一
　（98/06/23-00/06/22）
・試験技術
　垣原　　剛
　（97/03/28-99/03/27）
　鷲見　繁樹
　（99/07/01-01/03/31）
・アパレル
　蓮見　雄治
　（97/03/28-01/03/31）
　山中　睦子
　（97/06/27-99/09/16）
　石塚　剛
　（99/07/01-01/03/31）

(1997年度実績)   (05名)
・機材据付け
　堀口　正行
　（97/09/16-97/10/14）
・機材据付け
　大沢　正樹
　（97/11/16-97/11/26）
・機材据付け
　竹内　稔勝
　（97/11/16-97/11/26）
・品質管理技術
　近藤　静男
　（98/01/12-98/03/11）
・ニット技術
　太田　秀穂
　（98/01/12-98/03/11）

・左記を実績表として取り
まとめ、ミニッツに添付
する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・左記を確認し、ミニッツ
に添付した（Annex 15)。
・日本研修から帰国後、
TT&SC･CITI所長（場合に
よってはシニアスタッフ
およびリーダー含む）に
対して、研修で学んだ内
容、およびその活用の可
能性などにつき報告をし
ている。

・他のスタッフ向けの報告
会については、専門家
チームから必ず開催する
よう申し入れてはいるも
のの、開催しない場合も
みられる。

・研修から持ち帰った資料
を他のスタッフと共有す
るよう専門家から要望し
ており、部分的には共有
化されている。

・また、研修中、カウン
ターパートはTT&SC･CITI
所長に対し、Monthly
　Reportを提出している。

3　プロジェクトの進捗状況
(1)暫定実施計画
（TSI）の進捗状況
ア　日本側
（ア）専門家派遣
b)短期（続き）

（イ）研修員受入

(1998年度実績)    (03名)
・機材据付け
　繁桝　　隆
　（98/09/28-98/10/03）
・生産管理
　田口　正訓
　（98/10/15-99/01/14）
・服飾デザイン
　中村リツ子
　（98/01/10-98/04/10）

(1999年度実績)    (02名)
・機材据付け（耐候試験機)
　山本　良輔
　（99/07/29-99/08/02）
・生産管理
　長塚　逸雄
　（00/02/01-00/07/31）

(1996年度実績)    (03名)
・繊維技術
　D.N.S.Kuruppumllage
　（96/09/03-96/11/09）
・繊維技術
　H.J. Ubeyasekara
　（96/09/03-96/11/09）
・アパレル技術
　J.P.Samarakoon
　（97/01/13-97/03/21）

(1997年度実績)    (03名)
・試験技術
　D.D.K.Herath
　（97/07/14-97/09/16）
・アパレル技術
　K.A.G.Dayarathne
　（97/09/30-97/12/01）
・染色整理加工
　K.K.S. Kumara
　（98/01/11-98/03/12）

(1998年度実績)    (04名)
・生産性管理技術
　W.A. Wijewickrama
　（98/05/12-98/07/10）
・広報・営業
　A.H.H. Saheed
　（98/09/03-98/09/26）
・電子機器整備技術
　S.G. Vitanage
　（98/05/12-98/07/03）
・試験技術
　R.D. Premathilaka
　（98/09/21-98/11/12）

・左記を確認し、ミニッツ
に添付する。

・日本研修から帰国後の、
報告会の開催の有無につ
いて聴取し、必要ならば
改善を申し入れる。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・左記を実績表として取り
まとめ、ミニッツに添付
した（Annex 16)。

・左記を確認したところ、
問題はなかった。

・写真付きの機材管理台帳
が作成されていることを
確認し、代理店および
メーカーの連絡先が記入
されていない機材につい
ては、今後、可能なかぎ
り追記するよう依頼し
た。

・左記を確認した。

3　プロジェクトの進捗状況
(1)暫定実施計画（TSI）
の進捗状況
ア　日本側
(イ)研修員受入
（続き）

(ウ)機材供与

(エ)現地業務費

(1999年度実績)    (03名)
・縫製機器保守技術
　D.P. Weerarathe
　（99/05/08-99/07/16）
・デザインパターンメイキ
ング
　R. Abeygunawaradana
　（99/08/16-99/10/15）
・試験技術
　P. Hewafonsekage
　（99/08/16-99/10/15）

(1996年度実績)
145,675千円

シャトルレス織物
カラーマッチングシステム
検反機
排水処理プラント
視聴覚機材

(1997年度実績)
24,980千円

2ヘッド刺繍ミシン
染色用パディングマングル
色むら試験機
保守用機材・部品等
レピア織機関連機材

(1998年度実績）
3,897千円

コピー機
ミシンスペアパーツ
ミシンアタッチメント

(1999年度実績)
2,342千円

顕微鏡
FTIRソフトウェア

(1996年度実績)
　4,067千円
(1997年度実績)
　4,050千円
(1998年度実績)
　3,094千円
(1999年度実績)
　3,126千円（見込み額）

・左記を実績表として取り
まとめ、ミニッツに添付
する。

・稼働状況、維持・管理状
況を確認のうえ、問題が
ある場合は善後策を検討
し必要ならばミニッツに
記載する。

・機材管理台帳について、
現状を確認する。

・現地業務費の執行管理状
況を、帳簿・備品の管理
簿などにより確認する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・左記を確認し、ミニッツ
に添付した（Annex 20)。
 〔注：R/D時は、プロジェ
クト予算はOperational
CostとOther Costsに分
類されていたが、今次調
査においてスリ・ランカ
側に確認したところ、
TT&SC･CITI全体予算にお
けるOperational Costの
分類基準が不明確であっ
たため、1998年度分まで
は前回巡回指導調査時
（1997年12月）の数値を
採用し、1999年度以降は
より実質的と考えられる
額を採用した。〕

・左記を実績表として取り
まとめ、ミニッツに添付
した（Annex 17)。
・前記1(３)のとおり。

・研修コースを持っている
カウンターパートは、研
修コースのない空き時間
にコンサルタンシーサー
ビスに対応したり、専門
家からの技術移転を受け
たりしている。空き時間
はカウンターパートに
よって異なる。
・左記の表の内容を確認
し、ミニッツに添付した
（Annex 18)。

3　プロジェクトの進捗状況
(1)暫定実施計画（TSI）
の進捗状況（続き）
イ　スリ・ランカ側
(ア)予算

(イ)人員配置

・プロジェクトの予算実績
について、1997年12月の
計画打合せ調査の際に確
認した実績からアップ
デートされていない。

・1999年12月現在のカウン
ターパート配置状況は以
下のとおり。
(1)運営管理 2名
(2)織物 4名
(3)染色整理加工 3名
(4)試験 4名
(5)アパレル 2名

・2000年7月の運営指導時
に、技術移転項目別に担
当カウンターパートを明
確にした配置表を作成
し、その後、1999年末に
見直された配置表が提出
されている。

・R/D時の計画に対する実績
額を確認し、ミニッツに
添付する。

・左記を実績表として取り
まとめ、ミニッツに添付
する。

・カウンターパートの離職
対策、人材の確保につい
て、先方の方針を聴取す
る。

・カウンターパートの日常
業務の現状を聴取する。

・左記の表の内容を確認
し、ミニッツに添付す
る。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・左記について確認・協議
を行った結果、技術移転
の積み残し事項が残りの
派遣期間中に完了する見
込みであること、および
スリ・ランカ側・専門家
本人の意向を踏まえ、当
該専門家の派遣期間の延
長は行わないことで合意
し、ミニッツに記載した。

　また、当該専門家による
コンサルタンシーにかか
る技術移転の主な内容
は、幅広い染色技術にか
かる事例集を作成するこ
とである旨確認し、ミ
ニッツに記載した。

・短期専門家に関しては、
左記に加え、終了時セミ
ナーの講師を1名派遣す
ることで合意し、ミニッ
ツに記載した。

・研修内容について、下記
のとおりスリ・ランカ側
から要望が出されたのに
対し、我が方としては要
望に完全に応える形の研
修をアレンジすることは
難しいものの、最大限の
努力はする旨説明し、ミ
ニッツに記載した。

1 D.P.L.P.Jayaweera
　生産システム、マーチャ
ンダイジング

2 H.M.P.K.Bandara
　生産管理

・研修時期については、長
塚短期専門家の派遣期間
終了後、すなわち2000年7
月末以降となることを確
認し、ミニッツに記載し
た。

　なお、期間については未
定で、今後研修内容のア
レンジをしつつ決定する。

・左記をスリ・ランカ側に
再度確認し、ミニッツに
記載した。

4　2000年度の投入計画の策定
(ア)専門家派遣
a)長期

b)短期

(イ)研修員受入

(ウ)機材供与

・チーフアドバイザー
　仲井　儀英
　（96/04/06-01/03/31）
・業務調整員
　渡部　佳彦
　（96/04/06-01/03/31）
・染色整理加工
　鈴木　康一
　（98/06/23-00/06/22）
・試験技術
　鷲見　繁樹
　（99/07/01-01/03/31）
・アパレル
　蓮見　雄治
　（97/03/28-01/03/31）
　石塚　　剛
　（99/07/01-01/03/31）

・(生産管理)
　(長塚　逸雄
　(00/02/01-00/07/31)）

・生産管理
　D.P.L.P.Jayaweera
　H.M.P.K. Bandara
　(両名とも研修時期未定）

・2000年度の供与機材の希
望は出されておらず、必
要な機材の調達はスリ・
ランカ側負担で行うこと
をリーダーからスリ・ラン
カ側に申し入れ、スリ・
ランカ側の了解を得てい
る旨、報告を受けている。

・左記のうち、染色整理加
工分野の専門家の派遣期
間について、上記2(３)エ
における技術協力計画進
捗状況表の見直しとあわ
せて、本人を含め現地関
係者の意向を確認のう
え、協議・決定する。

・左記を確認し、ミニッツ
に記載するとともに、研
修計画について確認し、
A2・A3フォームの早期発
出を依頼する。

・左記をスリ・ランカ側に
再度確認し、ミニッツに
記載する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・5 月（早ければ4 月）に
ニーズ調査を行う予定
で、すでにG I のドラフ
ト、カリキュラム案など
が作成されている状況か
ら、11月の研修実施は可
能と考えており、そのう
え、12月の終了時評価と
重なることを避けるた
め、実施時期を11月中に
早める計画であることを
確認し、ミニッツに記載
した。

・ニーズ調査の詳細につい
ては、リーダー会議時以
上の情報は得られなかっ
たため、提出を依頼した
実施計画書により詳細の
情報を得ることとした。
・左記費用はスリ・ランカ
側で負担することを確認
し、ミニッツに記載し
た。

・セミナーを終了時式典と
あわせてプロジェクト終
了前に1日間実施するこ
とを確認した。
　また、上記4(１)のとお
り、セミナー講演者を1
名、短期専門家として派
遣することとし、スリ・
ランカ側の要望するテー
マ“To Meet the
Challenges of Year 2005
and beyond through the
Improvement of the
Quality and
Productivity”（「品質
および生産性の向上によ
る2005年以降の試練への
対応」）を完全にカバー
する講演者を探すことは
困難であるものの、日本
側としては品質・生産
性・運営管理について講
演可能な人を探す努力を
することを確認し、ミ
ニッツに記載した。
・終了時セミナーの必要経
費申請の提出を依頼した
(2000年3月7日JICA本部宛
提出済み)。

5　プロジェクト運営上の問
題点および今後の課題
(1)第三国研修およびニー
ズ調査

(2)終了時セミナー

・2000年2月のリーダー会議
の個別協議の時点では、5
月にニーズ調査を行い、
採択される場合は、11月
末から第三国研修を立ち
上げる予定との報告を
リーダーから受けたが、
第三国研修の時期が本プ
ロジェクトの終了時評価
と重なること、および
ニーズ調査から研修立ち
上げまでの期間が短いこ
とから立ち上げ時期につ
いて、プロジェクトへ持
ち帰って検討することと
していた。
・ニーズ調査へのTT&SC、
CITI所長の同行費用につ
き、スリ・ランカ側負担
の方向で持ち帰り、検討
することとしていた。

・セミナーの講師の派遣お
よび現地業務費の必要性
につき、プロジェクトで
検討することとしてい
た。

・左記について、検討結果
を聴取し、必要であれば
スリ・ランカ側と協議す
る。

・ニーズ調査の詳細を聴取
し、実施計画書の早期提
出を依頼する。

・左記について、結果を聴
取し、費用をスリ・ラン
カ側で負担できない場合
には所長の同行を見送る
方向で協議する。

・セミナーの計画を聴取
し、実施計画書の早期提
出を依頼する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・スリ・ランカ事務所に対
し、1999年8月スリ・ラン
カ政府（工業開発省（財
務省対外援助局経由））
から以下の内容の要請書
が提出されたが、本プロ
ジェクトと協力期間が重
なるため、協力は難しい
旨、本プロジェクトリー
ダーよりスリ・ランカ側
に非公式に連絡済みであ
る（これを受けて、ス
リ・ランカ政府はGTZな
どに援助を求めている模
様である)。

　今後、スリ・ランカ政府
の動向を注視する必要が
ある。

要請内容：
1 スキーム
　ミニプロジェクト
2 プロジェクト名
　Improving the Global
Competitiveness of the
Sri Lankan Apparel Sec-
tor

3 実施機関
　TT&SCおよびCITI
4 協力期間
　2000年1月～2003年12月
5 UNIDOとの関係
　1　1のComponentから構成
されるUNIDOのIntegrated
Industrial Development
Support Program（1999年
9月～5年間）のComponent
2  Output 2.1.2～2.1.6
(次頁参照）にかかる協力
を日本に求めてきたもの
である。なお、Component
2 の主な内容は以下のと
おり。

2.1 目標：2005年のMFA撤廃
により直面する問題への
対応を主眼とし、スリ・
ランカ国アパレル分野の
競争力向上を図る

5 プロジェクト運営上の問
題点および今後の課題
(続き)
(3)UNIDOとの協力の確認 ・UNIDOが、2000年～2002

年、CITIに対するアパレ
ル分野の技術協力を工業
開発省に提案している
旨、2000年2月にプロジェ
クトより報告を受けてい
る。

・左記に関して詳細な情報
を入手し、本プロジェク
トとの関係およびデマ
ケーションにつき確認す
る。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

Output：
2.1.1 アパレル分野の競争
力向上戦略計画の策定
2.1.2 研修機関における企業
　マネージメント、品質保
証、コスト計算分野の研
修機能強化
2.1.3 新しい生産方式・技
術を展示するデモンスト
レーションプラントの設
立（CITI）
2.1.4 ファッションデザイ
ンの（資格）コースの開
講
2.1.5 生産性・品質の向上
による企業の競争力強化
2.1.6 アパレル分野向けコ
ンサルティング能力の開
発
2.1.7 スリ・ランカ国アパ
レル分野のグローバル
マーケティングおよび販
売促進能力の強化

・本調査時点ですでに試験
結果がまとめられてお
り、試験結果を本調査団
原団員が持ち帰った。

5 プロジェクト運営上の問
題点及び今後の課題
(3)UNIDOとの協力の確認
（続き）

(4)試験所間比較試験 ・2000年2月のリーダー会議
の際、すでに試料が現地
に到着し、3月中に試験結
果を綿スフ織物検査協会
に返送する予定である
旨、確認している。

・左記を確認する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・左記を依頼した。

・JICAスリ・ランカ事務所
長から、終了時評価調査
の際には以下の点も考慮
に入れるよう要望が出さ
れ、調査団としては、持
ち帰って、終了時評価調
査に申し送ることとし
た。

1 TT&SCのISO9002取得につ
いては、ISOを取得した
初めての機関であること
にも着目して、「効果」
などの項目で評価してほ
しい。

2 TT&SCとCITIを取りまく情
勢として、インドとの
FREE TRADE AGREEMENT
(FTR)も重要であるとみら
れることから、スリ・ラ
ンカ側が中心となって、
スリ・ランカ国繊維産業
および本プロジェクトへ
の影響を整理してほし
い。

・左記を以下のとおり確認
した。

1 TT&SC、CITI及び専門家
チームからJICA本部へ終
了時評価のためのデータ
(スリ・ランカ側イン
プット、日本側インプッ
ト、プロジェクトアウト
プット）を取りまとめた
うえで、評価グリッド、
終了時評価調査票（各々
案）を作成して提出する
(2000年9月30日まで)。

2 スリ・ランカ側評価チー
ムを選定する。評価チー
ムのメンバーは、ERD、
MID、TT&SC、CITI幹部な
ど（プロジェクトに直接
参加していない者をメン
バーに加えて下さい）か
ら4 ～5 名程 度 と す る
(2000年9月30日まで)。

3 JICA本部でコンサルタン
トを選定する

　(2000年10月上旬まで)。

6　現地モニタリングおよび
終了時評価の準備
(1)合同調整委員会および
終了時評価

(2)終了時評価までのスケ
ジュール

・2000年2月のリーダー会議
の際、8月に現地モニタリ
ングのための合同調整委
員会を開催し、遅くとも
12月上旬に終了時評価を
行うことを確認した。

・8月の合同調整委員会で、
今次調査で見直し・整備
した計画管理諸表および
実績表をアップデート
し、プロジェクトの進捗
状況を確認するよう依頼
する。

・終了時評価までのスケ
ジュールおよび準備事項
を確認する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

4 コンサルタントが、プロ
ジェクトから提出された
データ・資料および本部
にある資料より、また
JICAを通じプロジェクト
から補足情報を得つ
つ、質問票、合同評価報
告書(Joint Evaluation
Report）の各々案を作成
するとともに、評価グ
リッドおよび終了時評価
調査票を精査・修正する
(2000年11月上旬)。
5 調査団派遣に先立って、
コンサルタントをスリ・
ランカに派遣しプロジェ
クト関係者へのヒアリン
グ調査などを実施し、そ
の調査結果を上記4の資料
に反映する
 （2000年11月下旬)。
6 日本側終了時評価調査団
をスリ・ランカに派遣
し、上記資料をもとにし
て、スリ・ランカ側評価
チームと協議を行い合同
評価報告書（J o i n t
Evaluation Report）を取
りまとめる
 （2000年12月中旬)。
7 合同調整委員会を開催し
合同評価報告書（Joint
Evaluation Report）およ
びM／Dの署名・交換を行
う(2000年12月中旬)。

・左記を依頼し、ミニッツ
に記載するとともに、サ
ンプルをミニッツに添付
した（Annex 2)。

6　現地モニタリングおよび
終了時評価の準備
(2)終了時評価までのスケ
ジュール（続き）

(3)評価グリッドの作成 ・上記2000年8月の合同調整
委員会の結果を受けて、
終了時評価で用いる評価
グリッド案を9月末までに
作成し、提出するよう依
頼する。
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第２章　調査結果の要約第２章　調査結果の要約第２章　調査結果の要約第２章　調査結果の要約第２章　調査結果の要約

２－１　中間評価の実施２－１　中間評価の実施２－１　中間評価の実施２－１　中間評価の実施２－１　中間評価の実施

(１) TT&SC, CITIの現状の確認

　1998年の繊維製品への関税廃止などの影響から、繊維産業（上流）が落ち込む一方、縫

製産業が伸びているというスリ・ランカの産業界の状況を受け、TT&SC, CITIの活動にお

いても、CITIの研修コース及びコンサルタンシーサービス、並びにTT&SCの試験サービス

といった縫製産業向けサービスがより重視されるようになってきている。

　2005年のMulti Fiber Agreement (MFA）の撤廃は、スリ・ランカの繊維産業にとって

脅威であり、今回調査団が訪問した工場によると、品質、生産性、運営管理に関するサー

ビスの強化がTT&SCおよびCITIに求められているとのことで、これらを調査団からの提言

としてミニッツに記載した。スリ・ランカ側もこのような要望が民間企業から多いことを

認識しているようであった。

　予算については、政府からの補助金の全収入に占める割合が年々減少してきており、具

体的な数値目標は課せられていないものの、今後も継続して自己財源収入の増加を求めら

れている。また、予算要求の段階で承認された補助金額は、自己財源収入の実績に従っ

て、実際には増額／減額される。

　組織については、Quick Response Center（縫製産業へのコンサルタンシーサービスを

専門に行うための部署）の設立のため、CITIの人員を増やす予定で、すでに採用活動を終

えたことが確認された。

　人員の配置に関しては、さまざまな手当て（例：Consultancy Incentive)、特別給与

（平均4カ月分：CITI：6カ月ごと、TT&SC：3カ月ごと）および所得税の免税、並びに民間

企業よりも恵まれた労働条件（週休2日制、年間計42日間の有給休暇、未消化有給休暇の現

金化など）がスタッフの離職を最小限に防いでいる模様であった。

(２) 投入実績の確認

　プロジェクト開始からこれまでの日本側、スリ・ランカ側の投入実績を確認した。

(３) 評価5項目に基づく中間評価の実施

　PDM上の指標データの入手・整理・分析を通じ、評価5項目による評価を行い、結果を取

りまとめ、ミニッツに添付した（Annex 27参照)。結果の要約は以下のとおりである。
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１) 目標達成度（Effectiveness)

ａ) 成果の達成度

①前半期においては、プロジェクト活動は計画どおり実施された。すなわち、TT&SCお

よびCITIの組織体制はすでに確立されており、機材は計画どおり設置、稼働および

保守がなされている。機材据付けが計画どおり進むよう、スリ・ランカ側が万全な

体制で施設の改修をし、プロジェクトのスムーズな立ち上げにつながったことは評

価できる。機材の補修、スペアパーツの調達もスリ・ランカ側の負担で行われてい

る。

②研修コースは、幅広い分野で行われており、特にCITIの研修コース数、受講生数が

着実な増加傾向を示している。

③試験サービスのサンプル数は概して増加傾向を示している。

④コンサルタンシーサービスに関しては染色・織物工場向けのものよりアパレル工場

向けのものに重点が置かれるようになってきている。

⑤教科書・マニュアル・基準書などが数多く作成され、中には図書館に置かれ、カウ

ンターパートのみならず研修受講生にも利用されているものもある。

ｂ) プロジェクト目標の達成度

①産業界のニーズに合わせて、研修コースの改善、および新規コースの開設が行われ

ている。

②ISO9002の認証取得以来、試験サービスに対する新規の顧客が増加している。

２) 実施の効率性（Efficiency)

①日本、スリ・ランカ双方の投入はほぼ適切に行われた。特に、プロジェクト開始

後、2年以内で機材の据え付けを終了したことはプロジェクトの計画的な実施に貢献

した。また、カウンターパートの配置に関しては、31名のカウンターパートのうち

3名のみの離職にとどまっている。

３) 効果（Impact)

①機材供与が試験室のレベル向上の契機となり、ISO9002の認証取得へとつながった。

②TT&SCおよびCITI全体を整理・美化する活動は、アパレル分野の品質向上の一環と

して技術移転された5S運動によって、さらに動きを加速した。両機関の敷地内は現

在では非常に整然としており、ここを訪問した企業から5S運動のノウハウを伝授す

るよう要望が出されている。

③縫製におけるアタッチメントの技術は、スリ・ランカではほとんど知られていな

かったが、本プロジェクトによって開始された研修を通じて、受講生が自分の工場

に当該技術を適用したことで生産性が向上した。
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④本プロジェクトによるマイナスの効果はみられない。

⑤なお、上位目標の指標は、輸出入動向・生産動向の統計、関連団体・企業へのイン

タビュー・アンケート調査とした。前者に関しては、工業開発省の統計を用いるこ

とを確認し、後者に関しては、対象となる団体・企業のリストが整備されているこ

とを確認し、また、インタビュー調査の対象企業を今のうちから選定しておくよう

依頼した。

４) 計画の妥当性（Relevance)

①繊維製品は、現在（1999年）においても輸出の52.7％を占めていること、及び2005

年のMFAの撤廃に備え、スリ・ランカ政府が繊維産業の競争力強化のための政策を打

ち出していること、並びにTT&SC・CITIが繊維産業に対する主たるサービス機関で

あることから、プロジェクトはスリ・ランカの政策と整合していると評価できる。

５) 自立発展性（Sustainability)

ａ) 運営管理面

①TT&SC・CITIの運営管理システムは確立されている。効率的に施設を利用し、両機

関の業務の重複を避けるため、将来的には両機関の統合をめざしている。

②カウンターパートは、さまざまなインセンティブにより、今後も両機関にとどまる

ものと予測される。

③両機関は、設備を整えた講堂およびセミナーホールを建造し、自分たちで利用する

のみならず、民間企業にも貸し出している。外部の人の目を意識することで、自分

たちの労働環境を改善する意識を維持する助けになっているとみられる。

ｂ) 財政面

①研修コース・試験・コンサルタンシーサービスによる収入総額は伸びている。これ

ら収入総額の伸びおよび経費の削減により、従業員１人当たりの収入が増加してい

る。

②公的機関であることから、必要な経費は政府によって手当てされる。

ｃ) 技術面

①研修コース・試験・コンサルタンシーサービスは人気を博しており、その数は増加

している。

②CITIは新しい機材を自己調達している。また、Quick Response Centerの設立を計

画している。
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(４) 既存の計画管理諸表の確認・見直し

　中間評価に際しては、“Detailed Contents of Narrative Summary”欄をPDMに加え

るとともに、現実に入手可能なPDMの指標を検討・確認し、PDMの見直しを行った。

　また、技術協力計画の進捗状況および下記の残りの協力期間の計画についての協議結果

を踏まえ、技術協力計画（TCP)、技術協力計画進捗状況表（エヴァリュエーションシー

ト)、暫定実施計画（TSI）の見直しを行い、ミニッツに添付した。

２－２　２－２　２－２　２－２　２－２　20002000200020002000年度の協力計画の作成年度の協力計画の作成年度の協力計画の作成年度の協力計画の作成年度の協力計画の作成

(１）2000年度の技術移転計画

　コンサルタンシーおよびQuick Response Center（QRC）の設立に関しては、実施機関

にとってはこれらが重要な課題であることを確認しつつも、本プロジェクトの範囲として

は、専門家が助言・情報提供を行うまでとし、計画的なコンサルタンシーの実施およびQRC

の設立は本プロジェクトの範囲外であることを確認し、ミニッツに記載した。

　また、試験技術分野のQuick Responseに関しての技術移転内容は、納期短縮に関する専

門家からの助言とし、ミニッツに記載した。

(２) 2000年度の投入計画の検討

　技術協力計画の進捗状況に関する協議結果を踏まえ、以下のとおり、スリ・ランカ側と

協議・確認し、ミニッツに記載・添付した。

１) 日本側

ａ) 専門家派遣

　長期：1999年度帰任

　　　　　　・織物技術 藤掛　健治（2000/3/31まで)

　　　　2000年度帰任

　　　　　　・染色整理加工 鈴木　康一（2000/6/22まで)

　　　　プロジェクト終了時（2001/3/31)まで

　　　　　　・チーフアドバイザー 仲井　儀英

　　　　　　・業務調整 渡部　佳彦

　　　　　　・試験技術 鷲見　繁樹

　　　　　　・アパレル 蓮見　雄治

　　　　　　・アパレル 石塚　　剛
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ｂ) カウンターパート研修

　スリ・ランカ側からの要望は以下のとおりであるが、日本側は可能なかぎり以下の

分野に沿った研修をアレンジするよう努力する旨、ミニッツに記載した。

　・Production Systems and Merchandising （2000年7月以降）

　・Production Management （2000年7月以降）

ｃ) 機材供与

　機材の必要性が生じた場合には、スリ・ランカ側の負担で調達する。

２) スリ・ランカ側

　カウンターパートの配置及びプロジェクトへの予算配付を行う（ミニッツA n n e x

17,18,20参照)。

２－３　その他２－３　その他２－３　その他２－３　その他２－３　その他

(１) 第三国研修は、実施が承認されれば、周辺5カ国を対象に2000年11月に実施する予定で準

備を進めている。そのニーズ調査のために5月ごろにバングラデシュ、ネパール、モルディ

ブを訪問する。ニーズ調査のメンバーはラサプトラ所長を含むカウンターパート 3名と日

本人専門家 1 名であり、旅費については、ラサプトラ所長の分をスリ・ランカ側が負担

し、残りのメンバーの分を日本側が負担する。以上を確認し、ミニッツに記載した。

(２) 終了時評価を2000年の12月に実施すること及びその準備として8月に現地サイドのみでモ

ニタリングと合同調整委員会を行うことを確認し、ミニッツに記載するとともに、終了時

評価までのスケジュールを説明した。

(３) 終了時セミナーを、終了式典もあわせてプロジェクト終了前に 1 日間実施することを

確認した。スリ・ランカ側の要望に応えて、セミナー講演者を 1 名日本から派遣するこ

ととし、品質、生産性、運営管理について講演可能な人を探すよう努力することをミニッ

ツに記載した。

(４) 縫製工場であるランカ・ガーメント社（前TT&SC, CITI所長のテナコン氏がManaging Di-

rectorを務めている）を視察した（資料4参照)。
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第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見

　スリ・ランカの繊維産業は、2005年のMulti Fiber Agreement（MFA）の撤廃を控えて、繊維

製品の競争力をつけることが急務となっているなか、繊維製品の品質向上を上位目標とする本プ

ロジェクトの実施は時宜を得たものといえる。今次調査において、評価5項目を用いて行った中

間評価結果の要約および前後半期の活動における留意点は次のとおりである。

(１) 中間評価結果の要約および前半期の技術移転進捗状況

　前半期においては、プロジェクト活動は計画どおり実施されたと評価できる。すなわ

ち、TT&SCおよびCITIの組織体制は確立されつつあり、機材は計画どおり設置、稼働およ

び保守がなされている。機材据付け、立ち上げが計画どおり進むよう、スリ・ランカ側が

万全の体制で施設の改修を実施したことは評価に値する。機材の修理も可能なかぎり自力

で行っており、引張り試験機が故障した際には、部品をシンガポールから取り寄せ、みず

から修理した。対外的な技術サービスとして、研修コース、試験検査を数多く実施し、自

己財源収入も年々高まっている。特にTT&SCにおける試験による収入、CITIにおける研修

による収入は年々顕著な伸びを示している。定員の伸びよりもサービス収入の伸びが大き

いことから、従業員１人当たりの自己財源収入も年々増えており、自立発展性の観点で特

筆すべきである。技術文献やテキストも多く作成され、なかには図書館に置かれ、カウン

ターパートのみならず、他の研修受講生にも利用されているものもある。アタッチメント

はスリ・ランカ国内ではほとんど知られていなかったが、研修を通じて、受講生が自分の

職場に適用し、生産性が著しく向上し、その工場から経過報告が提出された事例があっ

た。コンサルタンシーサービスについては専門家がカウンターパートの工場訪問に同行し、

システマチックなコンサルタンシーサービスの方法について助言した。

　プロジェクト目標レベルにおいても、産業のニーズにあわせて、研修コースの改善、新

規コースの開設が行われており、サービスの質は向上しつつあると言える。

　また、TT&SCの試験室において、カウンターパートがプロジェクトの助力を得て1998年に

ISO9002の認証を取得しており、それ以降、試験の依頼件数が増えている。

　TT&SCとCITIの全体を整理・美化する活動は、縫製の品質向上の一環として技術移転さ

れた「5S」運動によって、さらに動きを加速した。両機関の敷地内は現在では、非常に整

然としており、ここを訪問した周辺企業からも「5S」運動のノウハウを伝授するよう要望

が出ている。

　TT&SCとCITIは、オーディオビジュアルの装備された2つの立派なセミナーホールを敷地

内に建造し、自分たちで利用するのみならず、周辺企業の企業内研修などにも解放し、使

用を許可している。地域に寄与するとともに、外部の人の目を意識することで、自分たち
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の規律を維持する助けにもなっているとみられる。

(２) 後半期の技術移転活動における留意点

　後半期（残り1年間）の活動については、ニーズが高まりつつあるコンサルタンシーサー

ビスおよび生産性と品質向上のための「Quick Response Center」について、そのニーズ

と重要性について双方で確認したとともに、プロジェクト期間中、専門家はできるかぎり

の助言をするものの、コンサルタンシーサービスをカウンターパートが独力で行うことと、

Quick Response Centerを設立することはプロジェクトの責任範囲外であることを双方で

確認した。

　特に染色分野のコンサルタンシーサービスについては、長期専門家の2000年6月までの在

任期間中、できるだけ多くの染色事例を集めたマニュアルを作成することを主たる活動と

することを確認した。

　また、試験技術分野の「Quick Response」科目では、試験期間をどのように測定し、ど

のように短縮していくか手順を理解させることを活動の主眼とすることを確認した。

(３) 新規事業展望

　CITI内の「Quick Response Center」は、現在の食堂を改築して設立する予定であり、

改築費用はすでに手当て済みである。ここで使用される機材も、すでに30台以上のミシン

が納入されるなど、調達が進みつつある。これに対して、プロジェクト専門家は、ミシン

などに求められる機能仕様や機材のレイアウトについて、助言を行っている。計画どおり

進めば、プロジェクト期間中の設立の可能性は高い。

　TT&SCのラサプトラ所長はCITIの所長を兼務しており、効率的な管理を行うために、現

在の事務棟を改築して、共同の管理棟を建設する計画を有し、予算の手当てとレイアウト

設計が済み、改築準備作業を進めている。

　将来的にはTT&SCとCITIを合併して機能を強化し、繊維産業のニーズの変化に応じて、

要員と設備を柔軟かつ集中的に投入できるようにすることを計画している。

　今回の調査において、TT&SCのラサプトラ所長らの誠実な対応を得て、中間評価のための

指標データの整理が行えたことを特記しておく。また、プロジェクト専門家チームから

は、リーダー、調整員をはじめ、連日にわたり調査団に対し適切な情報と支援を得られた

ことについても改めて感謝したい。多くのプロジェクトが、どちらかというと日本人専門

家主導で進められがちななかで、リーダーからの説明にもあったとおり、本プロジェクト

は、カウンターパート側主導の活動が多い点で印象的であった。
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資　　　料資　　　料資　　　料資　　　料資　　　料

１　協議議事録（ミニッツ：Ｍ／Ｄ）１　協議議事録（ミニッツ：Ｍ／Ｄ）１　協議議事録（ミニッツ：Ｍ／Ｄ）１　協議議事録（ミニッツ：Ｍ／Ｄ）１　協議議事録（ミニッツ：Ｍ／Ｄ）

２　調査団員報告（師田団員）２　調査団員報告（師田団員）２　調査団員報告（師田団員）２　調査団員報告（師田団員）２　調査団員報告（師田団員）

３　調査団員報告（堤・原団員）３　調査団員報告（堤・原団員）３　調査団員報告（堤・原団員）３　調査団員報告（堤・原団員）３　調査団員報告（堤・原団員）

４　４　４　４　４　Lanka Garment Lanka Garment Lanka Garment Lanka Garment Lanka Garment 訪問調査記録訪問調査記録訪問調査記録訪問調査記録訪問調査記録

５　プロジェクト関連新聞記事５　プロジェクト関連新聞記事５　プロジェクト関連新聞記事５　プロジェクト関連新聞記事５　プロジェクト関連新聞記事

６　カウンターパート及び専門家による工場訪問記録６　カウンターパート及び専門家による工場訪問記録６　カウンターパート及び専門家による工場訪問記録６　カウンターパート及び専門家による工場訪問記録６　カウンターパート及び専門家による工場訪問記録
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１　協議議事録（ミニッツ：Ｍ／Ｄ）１　協議議事録（ミニッツ：Ｍ／Ｄ）１　協議議事録（ミニッツ：Ｍ／Ｄ）１　協議議事録（ミニッツ：Ｍ／Ｄ）１　協議議事録（ミニッツ：Ｍ／Ｄ）
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